令和6年度　高度研究人材等活用促進事業
【様式2】

参加申込に係るチェックリスト
令和 6年　　月　　日
　　　　 企業名　　　
※下記内容をご確認いただきましたら、☑をお付けください。提出時は青字箇所を削除ください。
	チェック
	確認事項

	□
	沖縄県内に事業所（工場、研究所含む）を有する又は設置予定の法人のうち、「ライフサイエンス」・「環境」・「エネルギー」・「農林水産」・「情報通信」・
「ナノテク・材料」・「ものづくり技術」に関連する分野の中小企業者であること。

	□
	取組期間中、事務局と円滑な連絡調整が行えること。

	□
	本取組中および本取組終了後の5年間は、事務局または沖縄県が行う本取り組みの成果等に関するアンケート調査等にご協力いただけること。

	□
	指名停止措置を受けていないこと。暴力団に該当しないこと。暴力団と密接な関係を有していないこと。

	□
	本取組で実施するマッチング支援に参加することにより、高度研究人材との雇用契約締結が確約されるものではないことを、理解いただいていること。

	□
	支払い義務のある各種税金および社会保険料等に未納がないこと。

	□
	沖縄県暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
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（参考）   沖縄県暴力団排除条例（平成 23 年７月   沖縄県条例第 35 号）   第２条   この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに よる。      (1)  暴力団   暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律    第 77 号。以下 「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。      (2)  暴力団員   法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。     暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成 ３ 年 ５ 月   法律第 77 号）   第２条   この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに よる。   ２   暴力団   その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴 力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。     （中略）   ６   暴力団員   暴力団の構成員をいう。    


